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市民の知恵と力を活かした

地域からの低炭素社会づくり



Ⅰ.  持続可能社会が求められる背景



今なぜ
持続可能な社会が求められているのか？

資源の枯渇、環境の悪化（環境）

家族崩壊、疎外感増大（人間・社会）

格差の増大、地域経済の崩壊（経済）

今後予想される

気候変化は？

（約1～6℃の気温上昇）

地球が危ない！！



石油生産量は減少に向かう！







経済成長は貧困の解消をもたらしているか

サステナビリティの科学的基礎に関する調査報告書 Science on Sustainability 2006
サマリーレポートより引用

高所得国20カ国平均では、1人当たりGDPが約2.6倍となったのに対し、低所得国の

平均値はほぼ半減している。20世紀後半に経済・物質消費の成長は進んだものの、

貧困や飢餓は現在も大きな課題であり、豊かな国と貧しい国の格差は拡大している。

富の偏在が国際的に進んでおり、高所得の国の中でも貧富の差が拡大している。
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国際通貨基金(International 

Monetary Fund = IMF)によ

れば、1980～2000年の間に、

世界の最も豊かな20カ国と

最も貧しい20カ国の間の国

内総生産(Gross Domestic 

Product = GDP)の格差は広

がっている(図)。

図 1980 - 2000年 1人あたりGDPの推移 (USドル換算)
出典：World Economic Outlook 2000*より作成

* World Economic Outlook. International Monetary 
Fund（ IMF） 2000



「いま人類が持続不可能な状況」

１）地球環境問題 ・異常気象（温暖化）
・生態系の崩壊（生物多様性の減少）

２）資源枯渇 ・石油ピーク
・希少金属の高騰

３）経済の崩壊 ・巨大な投機マネー
・地方経済の崩壊

４）社会の崩壊 ・社会経済格差の拡大
・伝統や地域文化の崩壊

こ
れ
ら
は
す
べ
て
連
動
し
て
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る



Ⅱ.  持続可能社会のビジョン
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持続可能な社会へ・・・
Toward a Sustainable Society

ＡとＢ、二つの社会、どこに軸足を置くのか？

A：先端技術型社会 Technology Oriented Type

活力

都市型 / 個人を大事に

集中生産・リサイクル

大規模な先端技術

(燃料電池車，原子力，核融合，二酸化炭素隔離・・・)
 より便利で快適な社会を目指す

図：国立環境研究所

B：自然共生型社会 Harmony-with-Nature Type

ゆとり

分散・自立型 / コミュニティ重視

適量生産・もったいない

自然の生産力を高度に活かす適正技術とライフスタイル

(小型風力発電，自転車，地産地消，共住・・・)
社会・文化的価値を尊ぶ

図：今川朱美



地域で考えないといけない・・・

・資源の枯渇

・地球温暖化などの現象面

・大量生産・消費・

廃棄社会の危機

・石油文明の終わり

・資源枯渇や温暖化は

避けられない

・大規模技術
原子力発電、核融合、
二酸化炭素固定、
堤防嵩上げなど

・防止策
・国や大都市が主導

持続が危ぶまれる原因 解決策 目指す社会

・都市工業社会

・先端技術社会

・地球や世界のために

・環境文明社会

・自然共生社会

・豊かな地域のために

・社会構造全体の見直し
・小規模・適正技術

有機農業、地産地消、帆船や
自転車、地域資源利用など

・適応策
・地方が主導
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目次

「低炭素都市への京都ロードマップ」概要 4

2030年の低炭素都市・京都の姿 6

社会像を定性的に想定する 6

社会の想定の定量化 7

温室効果ガス排出量 8

低炭素対策 8

低炭素都市へのロードマップ 11

低炭素ロードマップ体系図 12

方策1 歩く街、京都 14

方策2 京の家と森づくり 16

方策3 低炭素型ライフスタイル 17

方策4 産業活動の低炭素化 18

方策5 再生可能エネルギー徹底利用 19

方策6 資金メカニズムの構築 20

研究手法解説

手法の全体像 21

第一段階 目標像の描写 21

第二段階 道筋の探索 22

統計情報の収集と推計 22







低炭素都市へのロードマップ
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方策「歩く街、京都」では2030年における二酸化炭素排出量を

722ktCO2削減する。この方策は輸送部門における二酸化炭素排
出量の削減を図るための、歩行者・公共交通機関を優先したまち

づくりを推進する施策からなる。

これまでにも京都市が積極的にこの施策を進めてきたこともあ
り、ロードマップでは多くの施策を2020年までに完了することが出来

ると推計された。しかしロードプライシングやLRTの導入など、交通

構造のより大きな変革や長期間の工事を伴うものはそれより後ま
で残り、2028年に全ての施策が完了する。

「モビリティ・マネジメントの推進」は、市民の公共交通機関の利

用を促進することを目的としている。「総合交通戦略の実施」によ
り、市民の意識の自発的な変革を起こす必要がある。総合交通戦

略では、啓発冊子やそれと連携した公共交通利用促進マップ、交

通行動に関するアンケート等を活用する。
「トランジットモール化の実施」は、市民の移動手段のマイカーか

ら公共交通機関への転換を目的とした施策である。繁華街である

四条通りの歩道を拡幅し快適な歩行空間を確保して、市民のモー
ダルシフトを進める。市民のトランジットモールの使用により、

32ktCO2の二酸化炭素排出量を削減することができる。

また、京都市は市外からの観光客が多いため、観光客にも公共
交通機関を利用してもらうことが重要である。観光客の公共交通

機関の利用を促進するための施策が「公共交通機関を利用した

観光客の誘致」である。近畿及び中部地方の主要駅における観光
客誘致キャンペーンにより、公共交通機関による来訪を、また、市

内観光地を巡る高機能バスの導入により、観光客の公共交通機

関による市内移動を促進する。この施策による二酸化炭素排出削
減量は12ktCO2である。

図7 旅客輸送量 2030年現状固定ケースでは、輸送の機関分

担率は2005年と同じである。対策ケースでは、

モーダルシフトにより自動車から他の輸送機

関への転換が行われ、自動車の分担率が減

少し、公共交通機関及び自転車、徒歩の分

担率が増加している。

2030年対策ケースでは、輸送機関の分担率

地域内輸送における自動車による移動の

10%が鉄道に、20%がバスに、8%が徒歩に、

7%が自転車に転換している。また、市内の地

域間輸送における自動車による移動の10%

が鉄道に、20%がバスに、そして徒歩と自転

車にそれぞれ5%が転換している。対地域外

輸送における自動車による移動の30%が鉄

道に転換している。

方策1 歩く街、京都
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１）地球環境問題

省エネ・ソーラー
保全活動

リサイクル

地域支援
援農支援

モーダルシフト

環境税

改善（－10％） 改変（－30％） 転換（－80％）

歩いて暮らせる街

脱石油社会

農系社会の再生

地産地消

地域通貨・ファンド

地域主権

トービン税

・異常気象
・生態系崩壊

・石油ピーク
・稀少資源枯渇

・投機マネー
・地方経済の衰退

・社会格差の拡大
・地域文化の崩壊

農業補償

省資源

エコハウス

エコタウン

緑の分権

モノの消費から
価値の享受

真の低炭素社会への道

２）資源枯渇

３）経済の崩壊

４）社会の崩壊



環境には限りがある（ＣＯ２削減 50％）

生活スタイル

・仕事
・住まいのあり方
・家庭での暮らし

・食生活、買い物 など

・交通システム
・都市づくり
・エネルギーシステム
・水・物質循環系、対策技術
など

・法律・条例
・経済の仕組み など

・モノの価値・心の価値
・歴史・文化・宗教観 な
ど

地域基盤システム

経済・法制度

価値観・倫理観＜社会の姿＞

「持続可能な滋賀」と「その姿の描写」

どのあたりを選ぶ？
高度技術型 自然共生型



Ⅲ.  持続可能社会の実現に向けて





会議での主な意見（東近江市の
あるべき姿）

意見数：約200個

若い世代が

移り住んでくる若い世代が

移り住んでくる

なるべく地域の

再生可能

エネルギーを使う

なるべく地域の

再生可能

エネルギーを使う

高齢者の暮らしを

地域が支え合う
高齢者の暮らしを

地域が支え合う

クルマに乗らなく
ても便利なまち

クルマに乗らなく
ても便利なまち

自然に惹かれて

人がやってくる
自然に惹かれて

人がやってくる

半農半Ｘで

食っていける
半農半Ｘで

食っていける

ひがしおうみ

ブランドの

農作物が売れる
ひがしおうみ

ブランドの

農作物が売れる

うつくしい
里山、里湖
豊かな生態系

うつくしい
里山、里湖
豊かな生態系

地元でおかねが

まわっている
地元でおかねが

まわっている

１次＋２次＋３次

＝６次産業
１次＋２次＋３次

＝６次産業



2000年 2030年
農林水産業 6,345 16,892
鉱業 51 34
食料品 1,942 2,546
繊維製品 4,875 2,738
パルプ・紙・木製品 1,505 3,587
化学製品 496 291
石油・石炭製品 53 33
窯業・土石製品 3,043 1,744
金属地金 462 277
金属製品 5,406 3,089
一般機械 668 528
電気機械 18,621 10,620
輸送機械 3,446 1,966
精密機械 112 81
その他製造業 2,481 1,586
建設 10,337 6,780
電力・ガス・熱供給 227 200
水道・廃棄物処理 0 0
商業 489 909
金融・保険 11,824 12,740
不動産 1,536 1,621
運輸 664 770
通信・放送 4,384 4,722
公務 864 657
教育・研究 2,869 2,804
医療・保険・社会保障・介護 3,135 3,278
対事業所サービス 5,317 5,477
対個人サービス 3,981 4,331
その他 8,556 8,800

業種別の総労働時間(1000時間) 人々はどのように
働いているのか？

自給自足自給自足

公共交通の

活躍
公共交通の

活躍

６次産業６次産業

観光による
活性化

観光による
活性化



地域のCO2排出構造のモデル化 対策の設定
（例）省エネのための行動を実践する

マイカーから公共交通に
自然エネルギーで発電する etc.

貨物輸送量
(モノの流れ)

事業所床面積
(第三次産業)

産業別生産額
(第三次除く)

産業部門
エネルギー消費量

貨物運輸部門
エネルギー消費量

民生業務部門
エネルギー消費量

民生家庭部門
エネルギー消費量

旅客輸送量
(人の流れ)

旅客運輸部門
エネルギー消費量

地域内の
人口・世帯数

産業部門
CO2排出量

貨物運輸部門
CO2排出量

民生業務部門
CO2排出量

民生家庭部門
CO2排出量

旅客運輸部門
CO2排出量

家庭のサービス需要
(冷暖房・給湯・厨房etc.)

業務のサービス需要
(冷暖房・給湯・厨房etc.)

産業のサービス需要
(生産額に同じ)

地域内での活動スケール
（家庭・業務・産業）

地域内でのサービス需要
（家庭・業務・産業・運輸）

地域内でのエネルギー
消費量 （種類別）

家庭あたり・面積あたり・生産額あたり
サービス需要量

サービスを満たす機器のシェアと効率
（家電・OA機器・交通手段 etc.）

エネルギー種類別のCO2排出原単位

地域内でのCO2排出量

CO2の排出構造





シンプルで分かりやすく、企業、学校、旅館・
ホテルなど様々な形で取り組める、京都発の
環境規格。

・2001年認証開始、
・2007年 NPO法人化

NPO法人KES環境機構として独立。

取得は全国に広まり、全国で2231件
（2009年1月）

■KES
（KES・環境マネジメントシステム・スタンダード）の創設



方策「資金メカニズムの構築」は、低炭素施策の実行に必

要な資金を調達する仕組みである。この方策は、森林環境

税、カーボン・オフセット事業による収入を見込んだ「京都市

民環境ファンド」を創設し、森林整備等の取り組みを経済的

に支える仕組みを構築するための施策からなる。これにより、

市民や事業者による温室効果ガスの排出削減の取り組みを

進めるための経済的なシステムをつくる。

「京都カーボン・オフセット事業の展開」は、「京都市民環境

ファンド」の活用策の一つとして、事業者が1年間の活動にお

いて削減することが困難な排出量を特定し、太陽光発電等

により得られる削減クレジットの環境価値を購入することで、

オフセットを行う施策である。

この方策による排出削減効果はほかの方策に含まれている。

方策6 資金メカニズムの構築

低炭素都市へのロードマップ

「資金メカニズム

の構築」の

ロードマップ

実施主体

行政

行政

行政

事業者，行政

事業者

今回構築したロードマップでは、かなり多くの施策が計画の1

年目である2010年から開始している。京都市の行動計画によ

り実施が決まっている、或いは既に実施が始まっているという

のも一つの理由ではあるが、早い時期から施策を実施すること

にはいくつかの意義がある。

1) 低炭素施策は他の部局の施策である場合が多い。例えば、

公共交通優先システムの導入は低炭素施策であると同時に

交通施策である。交通施策としての効果は、早く実施した方が

大きい。エネルギー効率の改善は費用の節約になり、経済的

便益を得る可能性がある。GHG排出削減以外の効果がある

施策は、可能なら早期に実現すべきである。

2) 早く実施することで、その施策が都市のシンボルとなり得る。

他の都市に先駆けて実施することで話題性ができ、都市の地

位向上に繋がる。

3) 高効率機器等の製品の普及が進むと、その生産に掛かる

コストが下がる。早い段階で普及が進めばコストも早く低下し、

それに合わせて製品価格が下がる。価格の低下により、さらに

普及が拡大すると考えられる。

4) 中長期の計画は不確実性が大きい。期間の余裕をみて施

策を実施することは、プロジェクト管理の基本である。

もしも巨額の資金をつぎ込めば、目標年間際の短期間で削

減目標を達成することが可能かもしれない。しかし上記のよう

に、施策を早くから実施するべき理由はいくつもある。このロー

ドマップでは、多くの施策が2025年までに完了している。だが、

これは実施を先送りしてもよいという意味では決してない。

また、施策の実施に掛かる資金は、行政・市民・事業者が負

担しなければならないが、本研究では行政である京都市が負

担する可能性の高い資金のみを考慮している。

京都市民環境ファンドの運用

森林環境税の制度設計

森林環境税の実施

京都カーボン・オフセットモデル事業の展開

京都カーボン・オフセット事業の本格展開





自 給 経 済

互 酬 経 済

公 的 経 済

市 場 経 済
「私」の領域
（市場取引）

「公」の領域
（公的財政支出）

「共」の領域
（非貨幣部分）

National Currency 
& Local Currency

Local Currency

National Currency


